













































わずか 8.7％ であるのに対し，「悪くなっていく」と答えた人は 25.8％ に上る
（「同じようなもの」が 62.9％）。「悪くなっていく」が「良くなっていく」を上












　国民経済計算年報（内閣府）によれば，GNI は，1997 年には 540.0 兆円だ
ったが，2015 年度には 552.1 兆円へ，この間 12.1 兆円増加した。ところが，
GNI の分配をみると，家計が受け取った雇用者報酬・利子純受取は 1997 年度
253.6 兆円から 2015 年度 226.4 兆円へと，27.2 兆円減少する一方，非金融法人
企業が受け取った営業余剰・固定資本減耗・利子純受取の合計は同期間に 99.2
兆円から 136.4 兆円へと，37.2 兆円増加した（表 1）。その結果，1997 年度に
45.4％ だった雇用者報酬（賃金・俸給）の対 GDI 比率は，2015 年度には
40.5％ へと，5％ ポイント近く低下した。
　雇用者報酬（賃金・俸給）の対 GDI 比率が低下する背後で，起きていたの
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（図 1）賃金と企業利益










雇用者報酬（賃金・俸給） 245.2　 223.7 −21.5 
利子（受取−支払） 　8.4　 　2.7  −5.7 
合計 253.6　 226.4 −27.2 
非金融法人企業
営業余剰（純）  44.1　  57.1 　12.9 
固定資本減耗  72.0　  77.5 　 5.5 
利子（受取−支払） （17.0） 　1.8 　18.8 
合計  99.2　 136.4 　37.2 
国民総所得 540.0　 552.1 　12.1 
（出所）内閣府「国民経済計算」
（表 1）国民総所得の分配
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　日本の 10 年国債利回りは 2016 年 2 月 9 日に初めてマイナスとなった。ドイ
ツの 10 年国債利回りは 2016 年 6 月 24 日からマイナスに転じた。日本銀行は











10 年国債利回りはフランス 0.63％，イギリス 1.25％，カナダ 1.73％，イタリ







































































ば，資本蓄積率（利子率）は 13 世紀初めのスペイン・オランダ領の 10％ に始












だった。だから，1555 年に 9.0％ だったイタリア・ジェノバの国債利回りが，
1619 年には 1.125％ まで低下し，いわゆる「利子率革命」が起きたのである。
















盛を極めている。株式市場では 2016 年 11 月以降トランプ相場の様相を呈して




























































































ソン〔2105〕p. ⅵ）といい，イギリスの個人所得税率を現行の 45％ から「最
















がかかる 40 歳代の金融資産非保有世帯が急増し，その比率が 2012 年には
25％ 前後だったのに，2016 年には 35.0％ に達した。親が子どもの教育に充分
な費用をかけられなくなっている。
　アトキンソンの「万人に相続財産プログラム」を日本にあてはめれば，イギ
リス以上のことができる。日本の個人金融資産 1752 兆円（2016 年 3 月）のう
ち 1000 兆円を 60 歳以上の人（4243 万人）が保有している
（27）
。1000 兆円をその











　日本の成人数は 121 万人だから，成人一人に 800 万円強を支給することがで


















































































（1）　潜在成長率は 2002 年に 1.0％ だったが，2007 年には 0.7％ に低下した。その後も低下傾向に
歯止めがかからず，2015 年には 0.3％ となった。
（2）　日本銀行が金融政策上，最も重視している「生鮮食品を除く消費者物価指数」（総務省）は
1998 年度にマイナス 0.2％ を記録したあと，基調としてデフレが続いている。デフレとは 2 年以
上にわたって消費者物価の下落が続くことをいい，「生鮮食品を除く消費者物価指数」は前年度
比で 2015 年度 0.0％，2016 年 4─11 月期は前年同期比 0.4％ 減である。
（3）　一人当たり実質賃金（「毎月勤労統計」厚生労働省）のピークは 1997 年 1─3 月期で，2016 年
10 月にはピーク比で 14.9％ 下落した（年率換算で 0.8％ 減）。
（4）　新たに追加された 10 業種は，研究開発，事業 の実施体制の企画・立案，書籍等の制作・編
集，広 告デザイン，金融商品の営業などで，従来専門性の高い職種（たとえば，通訳など）に
比べて，代替性が高い職種にまで拡大された。
（5）　非正規雇用労働者は 2015 年時点で 1980 万人，全労働者の 37.5％ を占めている（総務省「労
働力調査（特別調査）」。日経連（現経団連）が「新時代の『日本的経営』」を公表する前年の
1994 年には非正規雇用労働者は 971 万人で 20.3％ だった。
（6）　「実物投資空間」とは，企業の設備投資や国が行う公共投資が実施される空間をいう。設備投
資や公共投資は GDP の構成項目であり，雇用の増加につながる空間である。
（7）　日本の 10 年国債利回りは 11 月中旬までマイナスが続き，2016 年 12 月 29 日現在は 0.06％ で
ある。
（8）　ドイツの 10 年国債利回りは 10 月上旬までマイナスが続き，2016 年 12 月 28 日現在は 0.19％
である。
（9）　1999 年 2 月 12 日，日本銀行は「金融市場調節方針の変更について」においてゼロ金利政策
の採用は「先行きデフレ圧力が高まる可能性に対処し，景気の悪化に歯止めをかけることをより
確実にするため」と説明した。
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「株式市場における高速・高頻度取引の影響」日本銀行，2013 年 1 月）。
（17）　個人金融資産は 1987 年度末で 832.6 兆円だったが，2015 年度末には 1715.3 兆円へと 2.1 倍
（年率 2.9％ 増）となっている。
（18）　二人以上の世帯のうち勤労者世帯の貯蓄現在高（中央値）は 2002 年 817 万円だったが，





えざる手」というたとえよりはたぶん適切だ」（p. 345）という。ピケティの指摘は表 1 が示し






（24）　イギリスの最高税率は 83％ だったが，サッチャー政権下で 60％ へ，さらに 1988 年には
40％ に引き下げられた。日本の最高税率は 1986 年までは 70％ だったが，現在 45％ となってい
る
（25）　アトキンソンの試算では「既存相続税からの税収と，事業や農業の減税の大幅な廃止との組
み合わせで，18 歳になった全員に 5000 ポンド（1 ポンド＝ 140 円換算で約 70 万円）の資本給付
を与える資金ができる」（アトキンソン〔2015〕p. 225）。
（26）　子どもの相対的貧困率は 16.3％（2012 年，最新のデータ）で，統計の存在する 1985 年の
10.9％ から大幅に上昇している。就学援助率（小中学校の児童対象）は 2013 年（最新データ）
に 15.42％ と 調 査 開 始（1995 年）時 点 の 6.1％ か ら 上 昇 傾 向 に あ る（ピ ー ク は 2012 年 の
15.64％）。
（27）　財務省の説明資料「相続税・贈与税」（平成 27 年 10 月 27 日）に基づく。
（28）　財務省の説明資料「所得税②」（平成 27 年 10 月 14 日）に基づく。
（29）　デフレ下の 1997 年度から 2015 年度にかけて個人金融資産は 465.6 兆円増加した。1 年で
25.9 兆円増加したことになるので，年 11.6 兆円の相続税は資産増加額に対して 45％ に相当する。
（30）　ナオミ・クライン〔2011〕による。
一四三
